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企業間電子商取引とEDIの現状と課題

一アンケート調査による分析一

松野阜悟★

AStudy of the Business to Business Electronic Commerce and EDI Systems:

An Analysis b ased on the Questionnaire for the Jap anese Firms

Setgo Matsuno＊

Abstract: Recently， it is said that it has been developing arvund B2 B smoothly about the EC business of our country.  But， there

is a sub. ject in the change in relations between the firms along with B2B and the problem in their information sharing.  And， it

is probably a fact that there are many subj'ects in the introduction of EDI， the reuse of the EDI data， the incre ase in efliiciency

of the payment system， and so on， too.  This paper deais with the analysis of the present and subj ect of B2 B and EDI in t，he

eJapanese fims based on the questionnaire enforeed by authors.  As a result， jt is found th at each fum assumes an unclear

attitude tO the agreement about the information sha血g in the corporate networks.  lt became clear that the low conditions of

the open procurement and the use of e-marketplaces.  The reuse of the EDI data proceeds in the丘rms that engaging to EDI is

active， too.  W皿e the曲sion of the Internet EDI which moves鴨b-EDI tO the center procee(IS in many丘ms， those fUms

hold a careful attit・ude to it，.  Though a new payment means is introduced in many fums under the recent financial deregulation，

it becatne cle ar t，hat stability to the paytnent system through the banking service was also being 100ked for. 
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1 はじめに

 近年，主としてインターネット技術を利用した電子的媒

体を通しておこなわれる商取引すなわちEC(Electronic

Commerce)の分野として，企業間電子商取引(B2B:

Business to Business)が金額ベースで大きな伸びを見せ

ている。これにともない，多くの企業のビジネスプロセス

にドラスティックな変化が起きてきている。もちろん，こ

のような変化は一企業内だけに観察されるようなもので

はなく，たとえば生産管理におけるメーカとサプライヤと

の協力関係に見られるように，一企業の枠を超えた複数企

業間の連携協力体制の形成といった新たな展開が注目さ

れる。

 当然，そのような企業間の連携協力のもとにおこなわれ

る商取引においては，ビジネスプロセスの各段階に応じた

情報が生成され，企業間で伝達・交換・共有される。たと

えば，見積りなど商談の段階から，受発注，販売納入，請

求支払をへて決済に至る一連の業務のほか，生産や在庫，
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物流管理に関する業務などにおいて，多種多様な情報が企

業経営の日常的な活動として処理されている。そこでは，

会計データのような厳密で電子データ化の容易な情報も

あれば，要求仕様書や研究開発に関する情報など企業の機

密に属するような情報も存在する。

 このような企業間における情報を電子的にやり取りす

る基盤を実現しているのがEDI(Electronic Data

Interchange:電子データ交換)であり，B2B実施におけ

るフロントエンドともいえる機能・システムを提供してい

る。企業間における情報の伝達・交i換・共有について議論

するには，このEDIシステムとの関連もふまえた上でさ

まざまな問題が検討されなければならないだろう。

 B2BおよびEDIの現状と課題については，これまで主

に米国における先進的な事例をもとにして議論が展開さ

れてきている1)2)。そこでは，日本でのEC進展の相対

的な遅れを指摘するものなどもあるが，統計データなどを

一覧すると概してわが国のB2Bは順調に発展しており，

今後のさらなる展開も期待されているようである3)。し

かし，B2Bにともなう企業間の関係変化や，情報共有に

おける問題，EDIデータの活用， Web-EDIの導入，バッ

クヤードの整備とフロントエンドとの連携相殺処理(ネ
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ッティング)による決済業務の効率化などには課題が多い

ことも事実であろう。

 本論文では，今回実施したアンケートをもとに，日本企

業におけるB2BおよびEDIの現状などを分析し，解決さ

れるべき課題について考察することを目的としている。

2 EC市場の発展と企業間関係の変化

 2. 1B2Bの拡大と企業間連携

 インターネットで主として実現されるECは，企業と消

費者間での取引であるB2C(Business to Consumer)と

上述したB2Bという2つの形態に大きく分類される。電

子商取引推進協議会(ECOM)の調査によると，昨年に

おける日本のB2C市場規模は約8，200億円， B2Bのそれ

は約22兆円と推計されており，2005年にはB2Cが約13

兆円，B2Bが約110兆円にも達すると予測されている3)。

とりわけ，EC市場全体の9割を占めるB2Bの市場規模

は今後5年間で約5倍に拡大すると見込まれており，そ

の爆発的な発展が予想される。

 インターネットによるB2Bは，企業の生産や販売活動

に必要な資材・部品等の取引を企業間で電子的におこなう

ものであり，自動車産業や電気機器産業など製造業に限ら

ず，金融や保険などの分野にも普及拡大している。そして，

上述したように，そこでは企業間における緊密な協力や連

携体制の構築・実施が広く見られるようになっている。

 たとえば，JIT(Just ln Time)による生産管理といっ

た他社との連携による在庫縮小への取り組みや，複数の企

業にまたがる製品の供給プロセス全体をマネジメントし

てリードタイムの短縮や在庫削減をめざすSCM(Supply

Chain Management)の実施などがその代表的なものだ

ろう。今日，多くの企業がネットワークによる企業間での

協力体制を構築あるいは模索しているといえる。また，そ

れらは系列企業間や自社グループ内での連携を超えて資

本関係のない企業間にも浸透しつつある。

的なデータとして関連情報が企業間で交換・共有されるこ

とに適さないケース等も考えられる。一般に，各業界には

業界特有の商慣行が存在しており，たとえば，リベートや

返品制度，小口配送，口頭注文など多種多様な慣行がおこ

なわれている。企業間における商取引において，必ずしも

電子化されたデータが優先されているわけではないが，こ

のような複雑で不透明な商慣行の存在は当然商取引の電

子的なシステム化に際して阻害要因となるだろう。企業間

における情報交換や共有の問題は，こうした商慣行の見直

しやそれにともなう業務内容・手川貢などビジネスプロセス

全体の改革とも関係している。

3B2BおよびEDIの現状分析

 3. 1 作業仮説の提示

 B2BおよびEDIの現状と課題の分析については，上述

した考察やアンケートの実施に先だっておこなったいく

つかのヒアリング調査の結果をもとに，以下のような作業

仮説が設定できることを確認している。今回のアンケート

ではこれらの仮説を検証することを目的としている。

 仮説1:JITやSCMに象徴されるような企業間連携体

    制は多くの企業で進行しており，情報共有化も

    進んでいる。しかし情報共有に関する協定や契

    約にたいする企業の態度は不明確である。

 仮説2:インターネット調達は部分的閉鎖的であり，e

    マーケットプレイス利用も低調である。

 仮説3:EDIの導入・実施ではオープン指向のもとで標

    準化が進行し，バックヤードとの連携やEDIデ

    ータの二次利用も重視されている。

 仮説4:Web・EDIの拙速な導入はかえって混乱を招く

    恐れがある。

 仮説5:決済システムの変更には慎重・保守的である。

 以下，各仮説の設定についてその背景や問題点などを述

べる。

 2. 2 情報共有と企業間協定・契約

 インターネットに象徴されるグローバルな情報ネット

ワークにもとづいたこのような企業間における新たな連

携協力関係の展開によって，企業間で交換・共有される情

報は量的にも質的にも変化してきているだろう。のちほど

考察するように，モジュール生産方式の実施や設計段階か

ら研究開発に至る業務の共同化あるいは分担化など企業

間の協力体制の変化にともない，そこでの情報共有のあり

方や機密保守義務等に関する協定・契約といった問題がク

ローズアップされる。

 もちろん，企業間における情報共有について議論すると

きには商慣行の存在にも注目せねばならないだろう4＞。

ECにおけるフロントエンドとしてのEDIは企業間にお

いて電子的なデータを伝達・交換するものであるが，ビジ

ネスプロセスの二段階に見られる商慣行によっては，電子

 仮説1:JITやSCMに象徴されるような企業間連携体

    制は多くの企業で進行しており，情報共有化も

    進んでいる。しかし情報共有に関する協定や契

    約にたいする企業の態度は不明確である。

 上述してきたように，企業間における生産や開発に関す

る緊密な協力や連携体制の構築がとりわけインターネッ

トを通じたECの進展を背景にして多くの企業で進行し

ている。

 特徴的な動きとして注目されるのは，自動車業界を中心

として近年急速に進展しているモジュール生産である。具

体的には，メーカが詳細設計までおこない，その設計図が

サプライヤに貸与され，それをもとにサプライヤが生産し

メーカに納入するというこれまでの「貸与図方式」から，

近年，メーカからの要求仕様にもとづいてサプライヤが詳

細設計する「承認図方式」や，部品の加工とサブ組立をま
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とめてサプライヤにまかせる「サブアッセンブリー納入」，

製造と品質管理をまとめてまかせる「無検査納入」などが

生産協力体制として実施されてきている5)。

 このようなメーカとサプライヤとの関係の変容の多く

は，一拍子当事者企業間において必要な情報の交換や共有

の拡大を求めるものである。しかし，情報共有における問

題としては，ネットワーク上での情報伝達の際の遅延や欠

損などの技術的なトラブルだけでなく，情報の漏えいや盗

聴，改ざんなどセキュリティに関する問題あるいは共有

データベースにたいするアクセス権の制限，企業機密の保

持に関する取り決めなど，多くの課題が存在する。たとえ

ば，セキュリティの確保に関しては2001年4月より電子

署名法が施行されるなど公的な施策の展開も見られるが，

一般につぎのようにまとめられるだろう。

 (1)基盤セキュリティ技術

 暗号化・復号化，KRS(Key Recovery System)，電

子署名，ディジタル封筒，電子透かし(Water Marking)

など

 (2)電子認証(CA:Certification Authority)

 なりすまし・改ざん防止機構，電子認証書の発行および

管理

 (3)電子公証

 電子商取引全プロセスにおける内容保証，公的な電子証

拠の提供

 また，情報の交換や共有に関する企業間の協定や機密保

持契約の締結などについては，民法や商法など法的な整備

との関係も無視できないが，一般的にいえば当事者間にお

いても対応が遅れているあるいは態度が不明確になって

はいないだろうか。

 そして，上述したように，サプライヤに部品の製造だけ

でなく設計や開発作業の一部をまかせるような場合には，

メーカに納入されるモジュールや部品はいわばブラック

ボックス化されるため，品質保証に関する企業間での責任

分担のあり方やリスク分担のしくみ等についても検討さ

れなければならない。これらも情報共有に関連する問題と

してとらえられよう。

 仮説2:インターネット調達は部分的閉鎖的であり，e

    マーケットプレイス利用も低調である。

 近年，大手の企業を中心として，インターネットを通じ

た自社製品の販売や，資材・部品の調達をするシステムを

構築して運用する動きが見られるようになってきている。

さらに，個別企業あるいは企業グループが単独でシステム

を運用するWebサイトによる公募形式を超えて，たとえ

ば業界主導で形成されたポータルサイトを通じて電子的

な市場を運営するeマーケットプレイスが出現してきて

いる。

 eマーケットプレイス(EMP)は，電子市場あるいは

インターネット取引所と呼ばれることもあり，一般的には，

取引実績のない新規の取引先企業の参加を前提としたイ

ンターネットによる複数企業間での電子自由市場として

理解することができる。

 ECOMの調査によれば，その市場規模は昨年の時点で

2000億円，全B2Bの0. 9％にとどまっている。しかし，

2005年には44兆円，B2B全体の39％程度を占めるまで

に拡大が見込まれている3)。

 eマーケットプレイスの創設やその活用はとくに米国

において顕著であるが，最近では日本においても自動車部

品，鉄鋼，繊維，電子部品，電力など多くの産業でeマー

ケットプレイスを設立する動きが盛んに見られる。

 しかし，取引される商材の性格や各業界に特有な商慣行

の存高等に鑑みれば，必ずしもインターネット調達やe

マーケットプレイスの活用が資材や部品の調達にとって

最適というわけではない。とくに企業間における商取引や

流通の各段階に商社が介在することの多い日本では，与信

管理や債権回収などを含めた意味で商社の果たす役割が

大きいと考えられる。したがって，インターネット調達や

eマーケットプレイスの今後の直線的な進展にはやや疑

問を抱かざるを得ない。

 以下では，現在一般的に指摘されている問題を整理する。

 (1)単独公募形式の限界

 個別企業が公募形式でインターネット調達を実施する

場合，①システム運用のコストがかかる，②アナウンスが

困難なため公募が周知徹底しない，③相手企業の信用調査

に時間と費用がかかるといった問題があげられる。

 (2)標準品(汎用品)と特注品

 B2Bにおいて取り扱われる部品や資材などの商材は一

般に標準品(汎用品)と特注品とに分けられる。商材の性

格上，標準品は比較的スポット取引でおこなわれる場合が

多く，逆に特注品では多くの場合特定の企業間で長期的な

継続取引がおこなわれている。とりわけ，特注品は買い手

企業の特別仕様にもとつくものであり，戦略的コアとなる

ような部品や資材であることが多く，したがって，供給可

能なサプライヤが限定される。特注品の性質上，買い手に

とってその長期的安定調達は不可欠であり，また，売り手

にとっては，特注品の開発や生産ライン等の設備投資コス

トを回収するのに一定以上の期間にわたる取引の継続が

必要だからである6)。

 (3)部分的閉鎖的な取引

 取引される商材が特注品であればもちろんだが，たとえ

標準品であってもその安定的な供給能力が差別化要素に

なる場合があり，長期的継続的な取引を必要とするケース

も存在する。その意味で，取引先を限定した閉鎖的な取引

慣行がおこなわれる余地がある。また，日本では，企業間

での取引や流通の各段階において商社の介在が広く見ら

れるところである。そこでは，各種ノウハウの提供や与信

管理，債権回収などを含めた商社の役割が期待されており，

商社をまったく介さないオープン調達へ全面的に移行す

るとは考えにくい。

 これらのことから，現在日本におけるインターネット調
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盛は部分的閉鎖的なものにとどまっているといえはしな

いだろうか。なお，筆者らがおこなったヒアリング調査に

おいても，eマーケットプレイスにたいして慎重な対応を

示す企業が多く認められている。

 仮説3:EDIの導入・実施ではオープン指向のもとに標

    準化が進行し，バックヤードとの連携やEDIデ

    ータの二次利用も重視されている。

 B2Bの実施において，フロントエンドともいえる機

能・システムを提供するのはEDIである。企業がEDIを

導入する意義や問題点については，理論的実証的研究を含

めさまざまに議論されてきているので，ここでは，主とし

てその導入に際して障害になっているとして従来から指

摘されている点を整理しておく7)。

 (1)標準化の遅れ

 受発注や請求支払などの取引データをオンラインでや

り取りするEDIは，これまで専用端末を用意したり，専

用線やVANを使用することが前提とされてきた。また，

通信手順や取引データの形式が業種ごとに異なっていた

り，相手先から適応を求められたりしていたため，EDI

方式の異なる企業や業種間でデータを交換するには時間

的金銭的なコストが大きい。

 (2)EDI導入とバックヤード

 EDIだけを導入しても，たとえば受発注業務など対外

的な業務の一部が電子的なデータとして処理されるだけ

の効果しかない。在庫管理や財務処理など社内のバックヤ

ードと連動し，またEDIデータが各種の経営意思決定に

たいして二次的に再利用されることでEDI導入の効果が

期待できる。

 (3)EDIを必要としない商取引

 たとえば，取引のルールが複雑であったり業界特有の商

慣習が存在するなど，EDIに商取引が適さないケースが

考えられる。また，生産形態や製品アイテムの変化等にた

いして電子的なデータ処理が柔軟に対応できないといっ

た側面が存在することも事実である。

 EDIの実施拡大に関しては，以上のような問題が従来

から指摘されているところである。しかし，今日，趨勢と

していえば，EDI導入・実施はかなり進行しているので

はないだろうか。とくに，近年ではインターネットの普及

を背景としてWeb-EDIなどインターネット技術を利用し

たEDIが注目されており，上述したようなEDI標準化の

問題もその性質を変化させてきている。また，企業内部の

情報化もインターネット技術を用いたイントラネットを

中心として進行してきており，EDI実施のための環境整

備やバックヤードの充実等も進んでいると考えられる。

 そして，EDIデータを企業内部の情報とどのように結

びつけどのように活用するか(これをデータの二次利用と

呼ぶ)については，企業によるEDI導入や実施に関して

議論する上で欠かせない視点である。筆者らのこれまでの

研究によって，EDIデータの二次利用にたいする評価と

EDI導入との密接な関係の存在が明らかにされている8)9)。

すなわち，EDI導入企業においては， EDIデータが単に

受発注データとしてではなく，会計処理から生産計画に至

るまでの情報管理に直接あるいは間接的に利用されるこ

とへの価値が評価されており，その場合には投資効果を認

めている企業が多い。したがって，現在多くの企業では

EDIの導入とともにバックヤードとの連動やEDIデータ

の二次利用も進んでいるのではないかと考えられる。

 今回実施したアンケートでは，EDI標準化やオープン

化の今日的な状況を把握するとともに，このようなEDI

データの二次利用の進展状況について考察する意味合い

も持ち合わせている。

 仮説4:Web・EDIの拙速な導入はかえって混乱を招く

    恐れがある。

 EDIの実施手段として，最近導入が進んでいるものに

インターネットEDIがある。とくにWebページの画面を

利用してEDIデータの入力作業をすることを可能にする

Web-EDIが注目されている。また， Web(HTTP)だけ

でなく，電子メール(SMTP)やFTPなどによってEDI

データを伝送できるシステム構成がとられる場合もある。

 従来型のEDIでは，専用端末を用意したり，専用線や

VANを使用する必要があった。また，通信プロトコルや

取引データの形式が業種ごとに設定されていたり，相手先

から適応を求められたりしていたため，EDIの普及を妨

げる要因にもなっていた。しかし，インターネットで標準

的に用いられているTCPIIPプロトコルにより取引デー

タの交換を実現するインターネットEDIによって，今後

企業間における電子データ交換の急速な普及が期待され

てきている。

 たしかに，これらはHTMLをベースとしてWebブラ

ウザによって処理されるため視覚的にも理解し易く，

TCPIIPプロトコルに対応しており，今後はEDI実施の主

要な方法となるであろうことには異論のないところであ

る。しかし，EDI自体はインターネットと直接関連性の

ないまま発展してきた経緯があり必ずしもインターネッ

ト形式が最適であるというわけではない。むしろ，1990

年代初めに商業利用が解禁されて爆発的な普及を遂げた

インターネットの存在に影響を受ける形でEDI進展の方

向性に変化が生じてきているといえなくもない。

 事実，Web-EDIは現在導入が進んでいる段階であり，

ややもすると混乱を招いている側面も否定できない。たと

えば，Web・EDIのメリットや導入の容易さばかりが強調

され，そのデメリットに関する冷静な議論を欠いている点，

EDIをこれまで進めてきた企業がWeb-EDIに発展的にシ

ステムをリプレースする際の問題点の解明など，指摘され

るべき課題も多い。そして，より一般的にはつぎのような

問題点の解決が求められているだろう7)。

 (1)発注者主体

 Webページを利用することは，発注者側にとって扱い
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易いシステムであるといえる。しかし，受注者側からは主

に人力によってデータを抽出する必要があるため，かえっ

て効率化を阻害する。

 (2)意味情報の多様性

 EDIデータの意味するフィールドが顧客企業ごとに異

なる恐れがあるため，たとえば受注者側である部品供給メ

ーカなどが統一的に処理をおこなうことが困難になる。こ

れを解決するためにXM:しによる記述などが提案されてい

る。

 (3)画面構成の不統一

 EDIに必要な情報の配置を定める標準が存在しないた

め，各社ばらばらにWebページの画面設計をおこなって

いるのが現実である。したがって，受信した側では，これ

らを画面から抽出する作業が必要となる。

 仮説5:決済システムの変更には慎重・保守的である。

 電子的媒体を介するか否かを問わず，企業間における取

引代金の決済や債権債務の処理をおこなうために企業は

決済システムを必要とする。この分野における今日的な特

徴は，金融セクターのグローバルな競争激化と，そのベー

スとなる法制度や規制・ルール等の国際的な標準化が進行

していることである。

 日本においても一連の金融規制緩和策が実施されてき

ている。たとえば1998年4月に施行された改正外国為替

管理法では，海外預金口座保有，居住者間の外為決済，外

為業務，両替業務，対外決済，証券取引などが自由化され

た。また同年7月には，①情報化社会への対応，②納税義

務の適正な履行，③納税者の帳簿書類保存にかかわる負担

の軽減を3つの主たる目的とする電子帳簿保存法(「電子

計算機iを使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法

等の特例に関する法律」)が施行されている。そして異業

種企業による銀行業務への参入が認められ，すでに認可を

受けた数行が業務を開始しており，既存の金融機関も含め

てインターネットへの対応が進んできている。

 一般的にいえば，こうした金融自由化に関連する制度改

革が企業にあたえる影響は大きいと考えられる。たとえば，

海外取引先や海外子会社との取引を集中化して債権債務

の相殺(ネッティング)をおこない最終残高において決済

することで，外為手数料の削減や為替リスクの低減を図る

ことができるだろう。あるいは，帳簿保存に要する紙と電

子データ保存の重複の無駄を省いたり，帳票類の配布とい

った人的業務の削減にもつながると考えられる。

 このような新しい決済手段および決済システムは，たし

かに，決済業務に関するコストを軽減し，帳簿書類保存に

関する負担を軽減する可能性を持つものではある。しかし，

企業が自社だけでネッティングをおこなうにはノウハウ

の蓄積が不足していること，金融における決済リスクを回

避できない等の理由から，その急速な拡大は期待できない

と考えられはしないだろうか。

 また，電子帳簿保存法では電子データ保存の要件として，

①電磁的記録の訂正加除の履歴の確保，②各帳簿間での記

録事項の相互関連性の確i保，③電子計算機処理システム関

係書類等の備え付け，④見得可能装置の備え付け，⑤検索

機能の確保の5つを求めており，そのために必要となる要

員の確保や金銭的なコストに鑑みれば決済システムの変

更には課題が多いといえるだろう。

 そして，従来の金融機関が提供してきた与信機能と企業

における決済リスク管理の問題に注目するとき，そこでは

むしろ従来からの銀行の役割があらためて見直されるの

ではないだろうか。

 3. 2 アンケート調査の概要

 ECやEDIに関する実証的な研究としては，電子商取

引推進センターが毎年実施している『国内企業における

EDI実態調査』があり，今年で第5回を数えているlo)。

しかし，その調査対象は概してEDIの導入・実施に前向

きと思われるEDI推進協議会(JEDIC)所属の会員企業

であり，わが国全体の平均的な状況よりもかなり進んでい

る実態を示す傾向にある。また，佐々木(2001)は，EDI

の採用と普及に関するアンケート調査を日米で実施しそ

の比較分析をおこなっているが，調査対象が卸売業に限ら

れており，一般企業の類型とはならないだろう1D。

 今回実施した企業アンケートでは，このような既存の研

究をふまえて，企業内，企業間の連携・ネットワーク形成

とEDIとの関係，情報共有の問題， EDIにおけるオープ

ン指向とインターネットEDI，決済システムとの関連を

中心に調査し，日本企業のB2BおよびEDIの現状と課題

について一般的に分析することを目的としている。

 アンケートの実施方法としては，企業ディレクトリから

従業員500名以上の企業を無作為に500社抽出し，質問

票郵送方式によりおこなった。企業規模を従業員500名

以上に限定しているのは，小規模企業ではECやEDIへ

の取り組みが期待できないこともあり，本アンケート自体

が実施できない恐れがあるためである。表1にアンケート

調査の概要を示す。また，アンケートの設問項目の要約を

表2に示す。

 アンケートについては，まず，回答の単純集計を企業規

模ごとに求めたり，クロス集計表を作成している。表3

は，回答企業の従業員数の度数分布である。

 なお，従業員数1，000名を境界とする企業規模の分類は，

今回のアンケート分析にのみ用いるものであり，恣意的と

なり適切でないケースも考えられる。したがって，x2検

定などを併用して企業規模による回答の差異を統計的に

旨い出す作業もおこなっている。

 また，回答については単純集計およびクロス集計のほか

に，設問項目についての数量化処理をおこない，統計解析

を試みている。具体的には，ある設問について肯定的な選

択肢から否定的な選択肢までが設定されている場合に，回

答を数段階の数値として表現し，これを数量化された回答

として用いている。このような数量化処理を施した項目は
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以下のものである(表4)。

 たとえば，企業間オンライン体制では，その実施状況を

区分する4点尺度に応じて回答を数量化している。また，

EDIプロトコルについては，国際標準や業界標準を採用

している企業ほど高得点になるように数量化をおこなっ

ている。数量化された18の設問項目間の単相関分析をお

こなった結果を表5に示す。

4 企業内，企業間の連携・ネットワーク形成

 4. 1企業内，企業間の情報ネットワークの形成

 まず，社内情報化の現状を見てみると，表6に示すよう

に，電子メールによる社内の連絡の実現は中小企業，大企

業ともに9割を超えており，その高い普及率が明らかにさ

れた。その他特徴的なのは，約6割の企業がすでに受発注

データのオンライン処理を実施していることや，事業進行

をオンラインで把握可能であると回答した企業が2割近

く存在することなどである。

 表7は企業間でのオンライン体制の実施状況について

まとめている。生産や在庫納入指示など他社との連携のほ

とんどもしくは多くをオンラインで実施していると回答

した企業は約2割であるが，限定された少数分野での利用

を含めると，企業間オンライン実施率は約5割である。こ

の数値に企業規模の相違による有意な差は見られない。

 4. 2 企業間における連携協力

 では，オンライン処理によって他社と交換される情報の

分野について見てみよう。表8に示すように，84％の企業

が受発注状況の情報をあげており，ついで，請求支払情報

が55％となっている。また，少数だが研究開発に関する

情報を実際に企業間で交換・共有している企業の存在も明

らかとなった。そして，つぎに述べるJITの実施やモジ

ュール生産の実施との関係を数量化された設問項目をも

とに分析してみると，それぞれ1％，5％の水準で有意な相

関が認められた(表5)。

 JITによる生産管理のような企業間の連携協力に関し

ては，調達側と納入側とに分けて回答を求めた。その単純

集計では，実施もしくは部分的に実施しているとする企業

は調達側，納入側いずれも約25％であったが，自社の業

務が元来JITに適していないとする企業を除いて算出し

た結果を見ると，約4割から5割の企業がJITに代表さ

れるような企業間連携による在庫縮小政策を実施してお

り，広く一般的におこなわれている現状が明らかとなった

(表9)。

 つづいて，モジュール生産の実施状況について見てみよ

う。単純集計の結果では13～15％の企業が他社とのモジ

ュール生産連携を実施もしくは部分的に実施していると

回答しているが，自社の業務が元来モジュール生産に適し

ていないとする企業を除いて算出した数値では，その実施

割合は調達側，納入側いずれも3割前後と推計される(表

10)。本アンケート調査が全業種を対象としていること

に鑑みれば，3割という数値は決して小さくないと考えら

れる。

 4. 3 情報共有化の現状

 モジュール生産を実施している企業にたいして，設計仕

様や図面など必要な情報をどの範囲まで相手先企業に公

開・共有しているかを問うた設問にたいする回答では，集

約的な結論を導くことはできない(表11)。これは，個々

の商取引の内容によってケースバイケースの対応をして

いるからであろう。ただし傾向としていえるのは，数量化

された設問項目の分析からわかるように，モジュール生産

の実施と情報公開・共有の範囲とのあいだに1％水準で有

意な相関が認められることである(表5)。すなわち，モ

ジュール生産の実施拡大にともなって，より詳細な仕様情

報や設計図面等が企業間で公開・共有されるという関係が

把握できよう。

 では，情報共有に際して一般に企業間でどのような取り

決めがなされているのだろうか。表12を見ると，25％の

企業が重要な部分についてのみ契約を交わすと回答して

いる。全部について契約を交わす企業も13％あるが，慣

習的に信頼していると答えた企業の割合は15％で，それ

よりも多い。

 これらのことからいえるのは，企業間での連携協力関係

において情報共有の問題をどのように処理するかについ

て当事者間で具体的・詳細な契約を交わすことで対応解決

しようとする明確な態度が必ずしも見えてこないことで

ある。もちろん，重要な部分については契約を交わして機

密の保持などに対処していると考えられるが，むしろ慣習

的に信頼しているという姿勢をとることで，他社との情報

共有に関する問題への取り組みをネグレクトしていると

いえなくはないだろうか。今後ECが拡大し，多くの企業

で他社との連携協力関係がより緊密化していく上で，情報

共有についての協定や契約といった問題は，その法的な整

備も含めて課題となるであろう。

 最後に，他社との連携協力的枠組みを構築する上で相手

先企業について重視する項目について見ておくと，一般的

に指摘されているような点が確認された(表13)。すな

わち，製品の品質(43％)，納期遵守を含めた意味での生

産能力(40％)，価格(36％)などである。この設問は，

現在オンラインによる企業間の連携協力を実施していな

い企業も含めて回答を求めたものであるため，オンライン

体制の実施の有無によるクロス表を作成し分析したが，重

視する項目にオンライン体制実施の有無による有意な差

は認められなかった。

5 インターネット販売・調達

5. 1インターネット販売・調達の実施

消費者向けおよび企業向けのインターネット販売の実
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施状況を表14に示す。これらの回答結果からわかるよう

に，概してその実施状況は低調である。消費者向けにイン

ターネット販売を実施している企業は，製品(12％)，技

術・ノウハウ(1％)，サービス(5％)であり，企業向け

販売では，製品(5％)，技術・ノウハウ(1％)，サービ

ス(3％)となっている。

 企業向けインターネット販売の実施の有無にかかわら

ずその一般的なメリットを問うた設問にたいする回答を

表15に示す。そこでは，企業向けインターネット販売の

メリットについての幅広い意見が存在しているが，主とし

て販売費用の削減や自社製品・技術の市場拡大，宣伝効果

などにメリットを見い出しているようである。

 つぎに，インターネット調達の実施状況についての回答

結果を示す表16を見ると，これもインターネット販売と

同様に低調な実施状況となっている。ただし，特徴的なの

は23％の企業が間接材について調達を実施していること

である。これは，最近活況であるといわれているオフィス

サプライや設備の修理・保全用の道具などを扱うMRO

(Maintenance， Repair and Operations)市場の進展を

裏づけるものとして解釈できるだろう。

 また，インターネット調達のメリットとして約3割の企

業が調達スピードをあげており，コスト抑制をメリットと

して答えた企業は26％であった(表17)。しかし，品質

の良い資材・部品の調達をメリットにあげた企業は5％に

すぎず，特注品や高い品質を要求するような商議について

はインターネット調達に適さないと考えているようであ

る。その意味で，インターネット調達は部分的なものにと

どまっているともいえる。

 5. 2eマーケットプレイスへの取り組み

 eマーケットプレイスの実施や参加については，現在積

極的な取り組みは見られない(表18)。独自に実施して

いる企業は大企業を中心として2％で，既設のサイトに参

加している企業の割合も同じく2％にすぎない。この結果

から一般的にいわれているよりも低い取り組みの現状が

明らかとなった。

 表19は，eマーケットプレイスを現在利用している企

業に，そこで調達する品目について回答を求めた結果であ

る。これによると，一般に指摘されているように標準品(汎

用品)との回答が38％であった。また，半数の企業が調

達品目に応じてとくに取引相手先を区別していないと回

答している。

 個別企業が独自に公募形式によってインターネット調・

達を実施する場合と比較すれば，eマーケットプレイスの

利用においては取引相手企業の信用調査にかかる負担が

軽減されるため，不特定多数の企業との取引が可能となる。

しかし，その利用の実態は標準品主体になっていることが

確認されたといえる。

 ただし，上述したように，インターネット販売・調達を

実施している企業およびeマーケットプレイスを利用し

ている企業の実数そのものが小さいため，不用意な結論づ

けは避けなければならない。

6 EDIの実施

 6. 1 オープン指向と標準化

 表20～表22には，EDIによる電子的な情報交換の実

施状況について整理している。そこでは，EDIの分野を

運送指示，倉庫管理，貨物追跡等に関する物流EDI，受

発注，見積り，納期間合せ等に関する商流EDI，請求支

払等に関する金融EDIの3つに区分して回答を求めた。

その結果を見ると，22％の企業が物流EDIを全面的にあ

るいは一部で実施している。同様に商流EDIは43％の企

業で，金融EDIは35％の企業で実施されているのがわか

る。また，それぞれについて，自社の業務がEDIに該当

しないとする企業を除いた数値も算出したが，その結果に

あまり差は見られない。そして以上からEDI実施率を求

めると，中小企業で55％，大企業で63％，平均して57％

の企業が何らかの分野でEDIを導入・実施している。た

だし，金融分野に関するEDIでは，回答企業がファーム

バンキング(FB)をEDIとしてとらえている可能性を割

り引く必要性があるかもしれない。日本情報処理開発協会

では，ファ・・一・一ムバンキングを，その物理的形態からは広義

のEDIの範疇としているが，業務的にはEDIではないと

判断するのが一般的であるとしている12)。

 この57％というEDI実施率の評価については，表7に

示した企業間オンライン体制の実施率53％に鑑みても信

頼に値するものであり，大企業に限らず中小企業にもEDI

の導入が比較的進行していると見てよいだろう。

 表23には，EDI実施企業にたいしてEDIで使用する

通信回線について訊ねた回答結果を示している。この表か

ら，従来型のEDIの特徴ともいえる公衆回線(48％)，

専用線(41％)，VAN(40％)といった回線が現在でも

主流であることが確認できるとともに，インターネットの

利用もかなり見られることが明らかとなった(41％)。イ

ンターネットEDIについては後述するが，中小企業に比

べると大企業の方がインターネットの利用が少なく，どち

らかというと従来型の回線を使用している。この意味で，

通信回線の利用においてはオープン指向のもとに専用線

からインターネットへの移行が直線的に進んでいるとは

いいがたい。むしろ現実は従来型の回線とインターネット

とが混在，あるいは共存的に利用されていると解釈すべき

かもしれない。

 つぎに，EDIで使用するプロトコルの状況について見

てみると，約5割の企業が相手先適応と回答しており，し

かも中小企業側に顕著に表れている(表24)。したがっ

て，オープン指向のもとにプロトコルの標準化を進めると

いうよりも取引相手先の要求に応じてアドホックに対応

している中小企業の姿が見い出されよう。事実，今回のア

ンケートでは国内標準であるCII標準の採用は全体で4％
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にすぎず，EDIFACTを採用している企業は存在しなかっ

た。ただし，業界標準プロトコルの利用は4割を超えてお

り，XML-EDIも15％存在していることに着目するならば

EDIの標準化がまったく進んでいないわけでもないよう

である。

な商慣行の存在は当然商取引の電子的なシステム化に際

してネックとなる。したがって，商慣行の見直しやそれに

ともなう業務内容や手順などビジネスプロセスの全体を

改革する必要性が求められている実態が明らかになった

といえるだろう。

 6. 2 EDIデータの二次利用

 では，EDIデータの二次利用状況についてはどうだろ

うか。表25に示すように，4割を超える企業が在庫管理

を中心にEDIデータを自社内部の情報システムと連動さ

せて活用しており，生産管理や物流管理にも展開している。

また，1割にも満たないが経営意思決定支援とも有機的な

連携を実現している企業も見られた。EDIデータの二次

利用状況については企業規模の相違による有意な差はな

く，大企業と中小企業ともに一般的に認められる結果とな

っている。

 また数量化した設問項目から，物流EDI，商魂EDI，

金融EDIの3者間には1％水準で有意な相関が認められ

た(表5)。したがってEDI実施企業ではこれら3分野

の業務に関するシステム的な連動や総合的な運用が進ん

でいると理解できる。しかも，EDIの実施とEDIデータ

の二次利用とのあいだに1％水準で有意な相関が見られる。

つまり，EDI実施企業ではフロントエンドのみならず，

フロントエンドとバックヤードとの連動，そしてEDIデ

ータの二次利用も進行している現状が明らかとなった。

 EDIデータの二次利用の進行については， EDIの実施

率と企業内情報ネットワークの形成との関係からも間接

的に裏づけることが可能だろう。EDI実施の有無と企業

内情報ネットワークの形成とのクロス表として作成した

表26を見ると，1％水準で有意な差が検出された。すなわ

ち，EDIを導入・実施している企業では，社内の情報化

が進んでいるといえ，そこではEDIとの連動をめざした

バックヤードの整備が図られているとして理解すること

ができるのである。

 では，EDI導入・実施において障害となっているとし

て指摘されているような問題点は，現在EDI未実施企業

にとってどのように認識されているのだろうか。EDI未

実施企業にその理由を問うた設問にたいする回答結果を

表27に示す。EDIを実施しない理由には多様な意見が存

在しており集約した結論を導き出すことはできないが，一

般に指摘されているような問題点が中心となっている。た

とえば，取引相手先の多様性(33％)，バックヤードの情

報化の遅れ(33％)，必要性(29％)や導入効果への疑問

(25％)，コスト負担(25％)などである。

 表28には，EDI未実施企業にたいして，その性格上

EDIに商取引が適さない理由を訊ねた結果をまとめてい

る。これによると，約5割の企業が煩雑な取引ルールの存

在をあげている。上述したように，多くの業界ではリベー

トや返品制度，小口配送，口頭注文などの商慣行や特有の

取引ルールがおこなわれている。このような複雑で不透明

 6. 3 インターネットEDI

 インターネットEDIに関する設問では，すでにEDIを

実施している企業にたいして回答を求める一方，インター

ネットEDI導入予定企業については見込みで回答をお願

いした。まず，インターネットEDIの実施状況を示した

表29を見ると，EDIの大部分がすでにインターネット

EDIであると答えた企業は約2割あり，一部導入してい

る企業を含めると45％に達している。また，現在は従来

システムであるが今後インターネットEDIに移行すると

回答した企業の割合も17％あり，インターネットEDIに

たいして概して肯定的な視点から積極的に取り組もうと

している姿勢が明らかとなった。

 インターネットEDIの導入については，:EDIにたいす

るオープン指向との関係を確認しておく必要があるだろ

う。数量化された設問項目によって相関関係を分析すると，

通信回線の利用とEDIプロトコルの利用にたいするオー

プン指向とインターネットEDI実施とのあいだにともに

1％の水準で有意な相関が認められた(表5)。

 このようにインターネットEDIへの期待の高まりを裏

づけるデータがある一方で，表29では，今後しばらくは

従来システムのままとする企業も38％存在することを示

している。とくに，大企業においては6割に近い。この数

値の解釈についてだが，中小企業と大企業とのあいだに有

意な差を検出することはできなかったものの，インターネ

ットEDI移行にたいする慎重な見解の存在は，インター

ネットEDIに関する論点を明確にする上でも興味深い結

果であろう。

 表30では採用されているインターネットEDIの方式を

示している。Web・EDIが4割を超え，ついで電子メール

(SMTP)が約3割となっている。これは，近年における

Web-EDIへの関心の高さとその普及を裏づける結果であ

るといえる。

 表31および表32には，インターネットEDIのメリッ

トと問題点をそれぞれまとめている。まず，インターネッ

トEDIのメリットについては多数の意見を集約するには

至っていない。それでも特徴的な数値をあげれば，42％の

企業がインターネットEDI導入の容易性をあげており，

通信コストの削減と答えた企業が36％存在する。これら

は一般に指摘されているインターネットEDIの特徴に合

致する結果であるといえる。

 つぎにその問題点を見てみると，上述したように，入力

作業などの人手が必要(32％)，顧客毎の対応が必要(27％)，

データの抽出が面倒(24％)などの回答が見られた。また，

バックヤードとの関係に問題点を白い出している企業も
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多い(30％)。この結果には企業規模の相違による有意な

差は見られず，あらゆる企業に一般的な問題点であると理

解できる。

 このような問題の存在は，インターネットEDIシステ

ムをスクラッチから構築する企業のみならず，従来から運

用している:EDIシステムをインターネットEDIに移行さ

せる企業にとってもネックとなる。

 たとえば，従来のEDIシステムを発展させる形でイン

ターネットEDIへ移行し， EC調達システム(通称，

EC＠WINS)を現在運用しているキャノンでは，取引先が

利用するクライアントプログラムについて，当初Web-

EDIによるWebブラウザの利用が検討された。しかし，

Web-EDI方式では，①Webブラウザの利用だけでは機能

不足が否めない，②セキュリティ確保のための認証書取得

にかかわる負荷を取引先側にかけてしまう，③キャノン側

と取引先側の処理を非同期にさせたかった，④商取引とし

ての''発注''のタイミングが不明確になる等の理由により

採用が見送られた経緯がある13)。

 インターネットの利用は，ネットワークやプロバイダの

選択に自由度があるように見受けられるが，実際はプロバ

イダ毎の接続仕様に微妙な相違があったり，取引先システ

ムとのインターフェースにかえって手間をとるといった

問題点も指摘できる。キャノンの事例では，取引先がグル

ープウェアを利用している場合にグループウェアが送受

信メールに独自の管理項目を追加してしまい，それが

EC＠WINSの解釈上改ざんと見なされるなどの不具合が

生じ，結局は接続1社毎に接続検証が必要となった。この

ようなデメリットもクローズアップされる必要があるだ

ろう。

 前に見たように，インターネットEDIに移行せず今後

しばらくは従来システムのままとする企業の割合が4割

近く存在しているのは，以上のような問題点を冷静にとら

えていることの反映かもしれない。

 もう一つ注目すべきは，インターネットEDIとバック

ヤードとの連携についてである。今後インターネットEDI

が拡大していくための条件を問うた設問の結果を見ると，

手順やデータフォーマットに関する標準化といった一般

的な回答とともに，約4割の企業がバックヤードとの連携

を重視している(表33)。EDIとバックヤードとの連動

や整合性，EDIデータの二次利用といった総合的な視点

がインターネットEDIの導入・実施においても重要視さ

れていることがわかる。

7決済システム

 7. 1相殺処理(ネッティング)

 まず，決済手段の状況を見ると，6割の企業が銀行振込

と手形を用いている(表34)。過去20年間における決済

システム全体の変化にたいする意見を整理した表35を見

ても，コンピュータ処理は進展したが決済方法に変化はな

いとする企業の割合が多い。したがって，従来から用いら

れてきた銀行振込と手形による決済が，金融自由化の進む

今日においても依然として主要な決済手段として位置づ

けられていることが確認できるだろう。

 しかし，同時に35％の企業が現在何らかの形でネッテ

ィングをすでに採用・実施している事実が明らかになった。

筆者らが以前おこなったEDIに関するアンケート調査で

は，ネッティング実施の事実が存在することが数値として

得られただけで意味を持つものであったことに鑑みれば，

この3割を超えるネッティングの実施率は注目に値しよ

う。ただし，その実施状況について詳しく分析してみると，

そこには企業規模の相違による差異が認められる。すなわ

ち，表36に示すように，大企業ほどネッティングへの取

り組みが積極的である傾向が存在する(1％有意水準)。

 また，このことは先ほどの表35に整理された意見から

も裏づけられる。すなわち，企業規模の相違によって過去

20年間における決済システム全体にたいする意見に差異

が認められた(1％有意水準)。そこでは，とくに，コン

ピュータ処理は進展したが決済方法に変化はないとする

回答が中小企業において多く観察され，大企業では，逆に，

財務会計など周辺処理を含めたコンピュータ処理ととも

に決済の方法も変化したとの回答や，コンピュータ処理お

よび決済手段の変更も現在進行中であるとの意見が多い

ことが特徴である。

 では，ネッティングの相手先の状況はどうだろうか。表

37に示すように，系列企業を対象としたネッティングが

約5割に達している。そこでは，主として企業の本社と支

店間，あるいはグループ内企業間でネッティングが実施さ

れているものと考えられる。ただし，同業他社間や異業種

企業間での実施もそれぞれ36％と22％あり，系列企業や

グループを超えてネッティングが広く普及しつつある傾

向をうかがわせる数値ともなっている。

 それでは，今後ネッティングが普及拡大する上でネック

となっているのはどのような問題だろうか。ネッティング

を現在実施している企業および実施予定の企業を含めた

回答では，7割を超える企業が費目・金額のマッチングを

問題点として認識していることがわかる(表38)。事実，

実際に企業間でネッティングをおこなうには，企業ごとに

運用の異なる勘定科目・細目をどのようにしてすり合わせ

るかあるいは標準化するかが現実的な課題となる。金融ビ

ッグバンとも称される金融分野におけるグローバルな競

争とそのベースとなる法制度やルールの国際的な標準化

が進行するなかで，日本においても2000年3月期から連

結決算中心主義が採用され，同時に連結対象企業の範囲が

拡大されたことにともない，系列グループ内の企業間での

会計処理や勘定科目の統一などは比較的進んでいること

が予想される。しかし，グループ外の同業他社あるいは異

業種企業間では費目・金額のマッチングの問題が現実的，

具体的な解決されるべき課題となっていることが分析で

きる。
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 そして，約5割の企業がネッティングに参加する企業

の信用調査を問題点としてあげている。いうまでもなく，

ネッティングを実施する最初の段階で，参加企業の信用力

を把握・判定する必要がある。従来の金融機関を介した決

済処理では日常的にこのような企業の与信は確認される

が，この種のノウハウを持たない企業にとって信用調査は

新たなコスト負担を迫る業務となる。

 7. 2 銀行の役割

 では，銀行を介しての従来からの決済処理について企業

側はどのように認識しているのだろうか。銀行を通じての

決済手段をどのように評価しているかを問うた設問では，

表39に示すように，約4割の企業が銀行経由の決済にた

いして信頼できるとの評価をあたえており，また，約2

割の企業が銀行との付き合いを評価している。これは，企

業と銀行との関係が単に決済業務だけでなく，銀行の持つ

与信機能を通じたりスク管理や，資金の融資，資産運用な

ど総合的な側面から構築されている現実を反映している

結果として理解することができる。しかも，これらの数値

に企業規模の相違による有意な差は見られない。また，表

40はネッティングを実施しているかどうかで銀行にたい

する意見をクロス表として作成したものである。この結果，

ネッティング実施企業と未実施企業間の意見に有意な差

は認められず，ネッティングを実施しているか否かにも関

わらず，銀行を通じて決済することへの信頼感が存在して

いることがわかる。

 そして，現在インターネット銀行などを利用してネット

上で決済処理をおこなう計画のある企業は1割にも満た

ないことが明らかとなった(表41)。これは，金融自由

化にともなう異業種による銀行業務への参入や，店舗を持

たないインターネット専業銀行の登場など新しい状況が

展開されてきているなかでインターネット銀行にたいす

る評価が定まらない現状に鑑みれば妥当な数値であると

いえるかもしれない。しかし，同時に，決済システムにた

いして企業が保守的な一面も持ち合わせている表れとし

て解釈することもできるだろう。

 決済システムに関するこのような二面的な現象の進行

はどのように理解されるべきだろうか。決済システムにつ

いて議論する際に忘れてはならないのは，その安全性や安

定性への視座である。これらは，決済業務の効率化に優先

されるべき性格を持つものであるともいえる。すなわち，

銀行と企業との決済業務を通じた関係は，コスト的な効果

よりも顧客企業との信用や取引銀行からの融資など多面

的でかつ実質的でもある側面を重視しており，決済システ

ム全体の安全で安定した運用を主眼とするものであって，

銀行を通じた振込がコスト的にもシステム効率性の面か

らも必ずしも有利であると企業は考えているわけではな

い。事実，表39に示すように，将来的にはコストを考え

て判断したいとする企業も約3割存在する。つまり，将来

自社で対応可能な範囲はネッティングを中心として決済

システムを形成したいという意見も見られるのである。

 しかし，ここで重要なのは，企業における決済処理のリ

スク管理について銀行以外の手段をとくに見い出してい

ないことではないだろうか。たとえば，個別企業ごとのネ

ッティングを広く拡大する枠組みを一企業だけの努力で

構築することは困難であろう。このことは，金融分野の規

制緩和が進行しても金融業務の関するノウハウを一企業

が急速に獲得・蓄積することが難しいことや，預金や担保

などの信用創造の背景のない取引には企業が慎重な姿勢

をとることなどを反映している。

 7. 3 データの電子化と電子帳簿保存法への対応

 最後に，企業で記録・保存され利用されるデータの電子

化の状況について見てみよう。いうまでもなく，企業活動

においてはそれぞれの管理業務分野ごとに膨大な情報が

日常的に処理され保存されている。企業内情報システムに

関するこれまでの研究では早くからペーパレス環境の実

現等が議論されてきたところである。

 表42には，企業データの電子化比率をまとめている。

この表からわかるように，いずれの管理業務を見ても，大

企業の方がデータの電子化が進んでいることが理解でき

る。また，分野別では財務管理に関するデータの電子化比

率が5割に近い。これは，財務や会計情報のほとんどが客

観的に把握可能な金額ベースで記録・保存・活用されるた

め，他の業務に比べて相対的にその電子化が容易であるた

めと考えられる。

 当然，このような財務・会計・税務業務を中心としたデ

ータの電子化および電子保存化は，ネッティングの前提と

もいうべきベースを提供すると考えられるだろう。そこで，

会計税務関連の帳簿電子化の実施状況を見ると，表43に

示すように，全体で16％の企業がすでに実施しており，

近く実施を予定している企業を含めると4割を超える数

値となっている。このことは，電子帳簿保存法の制度利用

申請が今後増加する期待を抱かせる結果である。ただし，

この数値には企業規模の相違による差が認められる。すな

わち，中小企業に比べ大企業ほど電子帳簿への取り組みが

多いことがわかる(1％有意水準)。

 また，ネッティング実施との関係を分析するために，数

量化された設問項目を利用して，ネッティングの実施と電

子帳簿の実施との関係を調べると，1％の水準で有意な相

関が認められた(表5)。つまり，ネッティングへの取り

組みと電子帳簿化への取り組みとは正の相関関係にある

という結果が得られた。

 この結果は，上述したEDIの実施状況に関するデータ

からも補強され得る。すなわち，表22に示すように，請

求や支払など金融EDIへの取り組みは，大企業ほど積極

的である(1％有意水準)。また，金融EDIの実施とネッ

ティングの実施，そして金融EDIの実施と電子帳簿の実

施とのあいだに，それぞれ1％と5％水準で有意な相関が

認められた(表5)。
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 これらのことから，ネッティングの実施については，そ

のベースとなる請求支払など金融EDIシステムの充実や

関連する会計データの電子化および電子帳簿の実現とい

った決済システム全体としての連携やコーディネイトの

必要性を指摘することができる。また，金融自由化による

各種法制度改革にたいして，積極的・柔軟に対応していこ

うとする大企業と，対応が緩慢なあるいはその能力に乏し

い中小企業との対照的な姿が浮き彫りになったといえる
だろう'。

 なお，会計関連の帳簿を電子化する計画のない企業にた

いしてその理由を問うた結果を示す表44を見ると，コス

ト，要員不足，合理化効果が期待できない，税務署への手

続きが煩雑のいずれにも2割から3割程度の回答が見ら

れ，意見を集約することはできない。しかし，税務署への

手続きが煩雑であるという意見の存在から，上述したよう

な電子帳簿保存法が要求する条件がネックになっている

側面が考察できる。

8 作業仮説の検証

 本論文では，作業仮説としてつぎの5つをあげている。

 仮説1:JITやSCMに象徴されるような企業間連携体

    制は多くの企業で進行しており，情報共有化も

    進んでいる。しかし情報共有に関する協定や契

    約にたいする企業の態度は不明確である。

 仮説2:インターネット調達は部分的閉鎖的であり，e

    マーケットプレイス利用も低調である。

 仮説3:EDIの導入・実施ではオープン指向のもとで標

    準化が進行し，バックヤードとの連携やEDIデ

    ータの二次利用も重視されている。

 仮説4:Web-EDIの拙速な導入はかえって混乱を招く

    恐れがある。

 仮説5:決済システムの変更には慎重・保守的である。

 今回の企業アンケート調査の分析を通じて，これらの仮

説がどの程度検証できたのか，あるいは残された課題は何

かを以下に整理しておきたい。

 まず仮説1については，結論的にいえばおおむね支持さ

れたといえよう。すなわち，JITによる生産管理やSCM

の拡大にともなうモジュール生産による企業間協力を実

施している少なくない企業の存在が明らかとなった。企業

間オンライン体制の形成をもとに今日多くの企業が企業

間での連携協力関係を構築しているといえる。また，それ

にともなって企業間における情報の交換・共有は，その種

類や範囲ともに広がりを見せている実態が確認された。そ

して，そのような情報共有の際に必要となる取り決めにつ

いては，重要な部分についての契約を締結する割合が多い

ものの，慣習的に信頼しているケースも見られ，仮説を少

なからず支持する結果となっている。すなわち，情報共有

についての協定や契約にたいする企業の不明確な態度の

存在が明らかとなった。もちろん，慣習的に信頼している

ことが他社との情報交換・共有における企業の明確な態度

であると解釈することも可能だが，上述したように，今後

インターネットを中心としたECの拡大が見込まれ，多く

の企業で他社との連携協力関係がより緊密化していくと

考えられるなかで，情報共有についての企業間の協定や契

約といった問題は，その法的な整備も含めて課題となるで

あろう。

 つぎの仮説2については，まず，インターネット調達の

実施およびeマーケットプレイスを利用している企業の

実数そのものが小さく，その低調な取り組み状況が明らか

となった。したがって，この数値自体が仮説を支持してい

るといえなくもない。また，その取り組みの内容を見てみ

ると，間接材や標準品の調達が中心となっており，広く資

材や部品をインターネットで調達するまでには至ってい

ない。その意味で現在おこなわれているインターネット調

達は限られたものであり，調達する資材や部品のすべてが

オープン調達で代替される可能性は低いといえる。今後の

インターネット調達の拡大やeマーケットプレイスの活

用も標準品を主とした取引が中心となっていくであろう。

その背景としては，上述したように，商材の性格上取引先

を限定した長期的継続的な取引関係が求められることや，

商社との関係を重視する企業にとってオープン調達へ全

面的に移行するデメリットの存在などがあげられる。もち

ろん，業界ごとに商材の標準化や規格化が進むことによっ

てインターネット調達が拡大していくといった側面は考

えられるだろう。

 つついて仮説3だが，約6割というEDIの実施率およ

びそこに企業規模の相違による差異が認められないこと

から，現在，大企業に限らず中小企業にもEDIの導入が

比較的進行していると見てよいだろう。

 しかし，EDIの導入・実施におけるオープン指向によ

る標準化の進展については仮説を積極的に支持するよう

な結果は得られなかった。もちろん，インターネット技術

の採用・移行が進んできている事実は観察されたが，使用

している通信回線やプロトコルにしても，従来型システム

とインターネット技術とが混在あるいは共存的に利用さ

れているものと考えられる。

 EDIデータの二次利用については，上述したように，

EDI実施企業においてバックヤードとの連動・連携が図

られつつある状況が明らかとなった。そこでは，経営意思

決定支援との連携まで実現している企業の割合は少ない

ものの，企業規模の相違による有意な差はなく，EDI実

施企業において一般的にEDIデータの二次利用がおこな

われている。

 そして，EDI実施企業では，物流，商流，金融それぞ

れのEDIシステム相互の連携や総合的運用がなされてお

り，かつ，このようなフロントエンドだけでなく，フロン

トエンドとバックヤードとの連動も進展している現状が

明らかにされた。また，EDI実施企業においては， EDI

データの二次利用のためにフロントエンドとの連携を意
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熾したバックヤードの整備がなされていることが，企業内

情報ネットワークの構築状況から考察された。

 仮説4に関しては，まず，インターネットEDIへの前

向きな取り組み姿勢が明らかとなった。EDI導入および

導入見込み企業の約半数がインターネットEDIを実施し

ているかもしくは採用を考えている。そして，通信回線や

使用プロトコルに関してオープン指向の強い企業とイン

ターネットEDI導入との相関関係が認められた。

 このようなインターネットEDIの実施状況および移行

計画等から判断すれば，Web-EDIが今後EDIの主流にな

る可能性を論じることは可能である。しかし，注意すべき

は，インターネットEDIに移行せず今後しばらくは従来

システムのままであるとする企業の割合が少なからず存

在することからわかるように，企業はインターネットEDI

にたいして慎重な態度も保有している事実が明らかとな

った。そこでは，Web-EDIのデメリットして一般に指摘

されているような問題点を企業は認識しており，拙速な

Web・EDIへの移行による混乱を回避しようとしている姿

勢が認められる。その意味で仮説は完全には退けられてい

ないといえるだろう。

 これらのことからいえるは，Web-EDIを中心としてイ

ンターネットEDIの導入あるいは従来システムからの移

行は今後進むであろうが，しばらくは従来システムとイン

ターネットEDIとが混在する形でフロントエンドの整備

がなされていくと考えられる。

 そして仮説5については，2つの見方が可能だろう。ま

ず，仮説に反するようなアンケート結果としては，現在ネ

ッティングを実施している企業がすでに3割を超えてい

る事実をあげることができる。しかも，上述したように，

系列グループ企業にとどまらず同業他社や異業種企業間

とのネッティング実施へと普及拡大する様相を呈してい

る。この側面だけをとらえれば企業は自社の決済手段の変

更を大胆に進めているとの結論を得ることも可能である。

しかし，決済システム全体を金融機i関(ここでは銀行)と

の関連から分析してみると，決済システムにたいする保守

的な見解を寒い出すことができるのもまた事実である。

 要するに，今後の金融自由化の進展や電子帳簿保存法へ

の対応を受けて，決済処理の効率化や迅速化を主たる目的

としてネッティングを実施する企業は増加することが予

想され，その意味では新しい決済手段の導入に関して寛容

かつ大胆であるといえる。もちろん，決済手段の変更やネ

ッティングの導入・運用にかかるコストを各企業がどのよ

うに認識し，かつ決済業務に関するノウハウをどのように

蓄積するかが課題となってくるだろう。

 しかし，その一方で，銀行の持つ従来からの与信機能に

鑑みたとき，決済処理に関するリスク管理について他の代

替的手段を容易に見い出すには至っていないのもまた事

実であり，銀行を経由した決済手段の信頼性が再認識され

てくる余地を残している結果であるといえるだろう。その

意味で，現実的には金融機関が介在した企業間の関係が今

後も維持されると考えられる。

g おわりに

 本論文では，今回実施したアンケートをもとに，日本企

業におけるB2BおよびEDIの現状などを分析し，解決さ

れるべき課題について考察した。

 その結果，企業間における連携協力関係が進行している

なかで，情報共有に関する取り決めには課題が存在するこ

と，インターネット調達やeマーケットプレイスへの取り

組みは概して低調であり，その対象も限定されたものであ

ること，必ずしもオープン指向にもとつくものではないが，

多くの企業でEDIの導入・実施が進行しており，バック

ヤードとの連携やEDIデータの二次利用も評価されてい

ること，Web-EDIを中心としたインターネットEDIの普

及が進行する一方で，その拙速な導入・移行による混乱を

回避するために従来システムとインターネットEDIが混

在あるいは併用されていること，昨今の金融規制緩和を受

けてネッティングなど新しい決済手段の導入が進行して

いるが，同時に金融機関を介した決済システムへの安定性

を求めていることなどが明らかにされた。

 今後の研究課題としては，B2B実施にともなう企業間

における情報共有のモデル分析や，そこでのリスク分担の

あり方についての検討，また，インターネットEDIの導

入・移行に関するケーススタディなどを進めていく予定で

ある。
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表1アンケート調査の概要

調査目的

対象
サンプリング

調査方式

回答対象者
抽出サンプル数

有効回答数(回収総数)

回収率

実施時期

日本企業における企業間電子商取引とEDIの現状と課題に関する実態調査
企業ディレクトリ全体

無作為抽出(従業員500名以上)

郵送による送付回収

情報システム部門の管理者

500社

129社
25. 8％

2001年8月

表2主な設問項目(括弧内は選択肢の数)

項目分類 設問内容
(1)企業内，企業間の連携・ネットワーク形成 社内ネットワークの形成(8)，企業間オンライン体制(4)，情報交換の分野(6)，

irr生産(調達・納入，各4)，顧客間情報共有(2)，モジュール生産(調達・納入，各4)，

﨣�､有の範囲(7)，情報共有時の取り決め(4)，企業間連携における重視項目(5)

(2)インターネットによる販売・調達 消費者向け商品販売(4)，販売の割合(数値，各2)，企業向け製品販売(4)，販売の割合(数値，各2)，

驪ﾆ向けインターネット販売のメリット(6)，インターネット調達(5)，調達の割合(数値，各2)，

Cンターネット調達のメリット(5)，EMPの実施(3)，EMP調達品目(6)

(3)電子データ交換(EDI) EDIの実施(物流・商流・金融，各4)，EDI通信回線(6)， ED【プロトコル(6)，受発注の割合(2，数値)，

dD:データの二次利用(6)，EDI未実施の理由(8)，EDIに適さない理由(6)，EDI実施計画(4)

(4)インターネットEDI インターネットEDIの実施(4)，インターネットEDlの方式(5)，インターネットEDIのコスト評価(数値，各2)，

CンターネットEDIのメリット(5)。インターネットEDIの課題(6)，インターネットEDI拡大条件(7)

(5)決済システム 決済手段(4)，決済システムの変化(4)，相殺処理の実施(3)，相殺処理の相手先(4)，

且E相手先数(数値)，相殺処理実施の課題(6)，インターネット銀行の利用計画(3)，

竝s経由決済の理由(6)

(6)データの電子化 電子化の割合(数値，各6)，帳簿電子化計画(4)，実施しない理由(4)

表3回答企業の従業員数の度数分布

階級下限値 実測度数 相対度数
           1

ﾝ積相対度数
0 0 0. 0000 0，000

200 0 0. 0000 0，000

400 48 0. 3721 0，372

600 41 0. 3178 0，690

800 16 0. 1240 0，814

1000 6 0. 0465 0，860

1200 4 0. 0310 0，891

1400 3 0. 0233 0，915

1600 3 0. 0233 0，938

1800 1 0. 0078 0，946

2000 3 0. 0233 0，969

超 4 0. 0310 tOOO
1
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表4数量化された設問項目一覧

項目分類 設問内容
(D企業内，企業間の連携・ネットワーク形成 企業間オンライン体制(Y1)

﨣��ｷの分野(Y2)
iIT生産(Y3)

cWュール生産(Y4)

﨣�､有の範囲(Y5)

(2)インターネットによる販売・調達 EMPの実施(Y6)

(3)電子データ交換(ED1) 物流EDIの実施(Y7)

迫ｬED1の実施(Y8)

燉ZEDIの実施(Y9)

dD1通信回線(Y10)

dDげロトコル(YID

dDIデータの二次利用(Y12)

(4)インターネットEDI インターネットEDIの実施(Y13)

(5)決済システム 決済システムの変化(Y14)

且E処理の実施(Y15)

且E処理の相手先(Y16)

Cンターネット銀行の利用計画(Y17)

(6)データの電子化 帳簿電子化計画(Y18)

表5数量化された設問項目の相関マトリックス(単位:相関係数，★:5％で有意，'＊:1％で有意)

眉 Y2 鴇 Y4 Y5 Y6 '' 田 鴨 Y10 Y11 Y12 Y13 Y14 Y辱5 Y16 Y17 Y18

Y1 10000

Y2   ''O5206 10㏄0
鴨   タO3α7   裾''O2802 1. oooo

Y4 01658   ''O197¶   聖O5801 1㎜
鴇 01304   林p2578   奮p1フ5θ   ''償p5320 1. Cく)00

Y6 01502 00902 Q1226 QO984 QO675 1. ㏄oo

w   官O2024 0159書 01578 00978 00712 0↑119 1㎜
田   ■O2379   蟹㌻O2311   ¢p3409   ''轄O2561 009B6   ホO3009   ''O5375 1(朕)0

Y9   ウO2331   タ個O2753   ウタp2958   孕輌p2421 QOG57 Q1147   卸参O3334   ■脚ﾐ5312 100CO

Y10   ''''ｿ2357   禅O2657   ''ｿ3349   伊餌ｿ25B6 QC679   窃O2295   搾O5375   9O7585   悼O4899 toooo
Y11   ●O1B99 00B89   ●O2521 Q1306 一〇〇911   舶O1780   棉O4261   ●''nフ280   ウ㌻O5125   ''O7300 1(XPO

Y12   ''O1975   タO1886   ''ぴp2562 QO346 qo751 Q1067   悼p4496   やO4933   ●御O34書4   ㌻O4316   や御ｿ3959 1㎜
Y13 ω365 01042   伽ｿ2860   ''僧p2619   伽p2074   ，O2725   ''O2132   ''b5667   悼O3416   ''''p6236   伽O4866   姻伽O3138 1〔×Xゆ

Y14 01365   償O1983 00095 QO6C8 01523 00912 01208 00405 00542 00260 QO337 01399 00700 1◎000

Y15 α023Q 009B6 QO624 α0887 QO686 一QO600 一〇〇236 一〇〇350   仁''O2344 一〇. 0825 一QO840 一QO746 一α0686   嚇らp2910 1. oooo

Y16 ω420 0，63↑ Qlo87 01152 01518 α09料   ←O2031 01082 01565 Q1476 σ1064 01271 一QOO73   叡p雪976 α069日 1. COα〕

Y17 〔M339 01654   タﾖ948 ω342 QO442 一つ0210 0α34 QO270 01687 α0194 σ0187 一〇〇〇13 一QOOO6   朝。ｿ3054   ''''p2502 α1623 1，(脚

Y18 01484 00950 00804 01043 一Q(X〕99 00347 00251 一〇〇Q95   ''O21α 00フ網 一〇〇417 一〇〇〇74 01075 008酢8   ●，O2B42 一〇α〕55 01467 1〔㎝

表6企業内情報ネットワークの形成状況(N＝129，複数回答，単位:％)

生産モニタ受発注  製品・販売顧客情報

潟塔Oと生データの 情報の検の検索
Y計画と オンライン索
ﾌ調整  処理

電子メー

汲ﾉよる
ﾐ内の連

ワークフ

香[管理
Vステム
ﾌ導入

         闘ﾝ庫状況事業進行
ﾌオンライのオンライ

灯c握  ン把握

中小企業

蜉驪ﾆ

14       58       39       39

Q1       50       42       46

95

X2

20

Q9

46    15

S2    21

全体 16       57       40       40 95 22 45    16
脚

表7企業間オンライン㈱1の実施(Nニ129，単位＝％)

ほとんどの全部では 限定された特にオンラ

A係・指示ないが多く少数の分 インで指示
ﾍオンライの部分を 野でオンラを行ってい
唐ﾅ実施 オンラインインにより ない

@    で実施  実施

オンライン

ﾀ施率

中小企業

蜉驪ﾆ

3     13    38    46

S     25    25    38

53

T4

全体 3     16    36    44 53

表8オンライン処理により他社に伝達・交換される情報分野(N＝69，複数回答，単位:％)

生産在庫受発注状
ﾇ理情報況の情報

在庫状況

ﾌ情報

              脚ｿ求・支払設計図面・研究開発

﨣?  仕様等の情報
@    情報

中小企業

蜉驪ﾆ

20    89

R1    62

29

Q3

55    34    5
T4    46    15

全体 22    84 28 55    36    7
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表9JIT生産等の企業間連携協力の実施状況(適用業種企業のみ，単位:％)

調達側(N＝75) 納入側(N＝73)

実施 部分的に

ﾀ施
ほとんどな

｢
実施 部分的に

ﾀ施
ほとんどな

｢
中小企業

蜉驪ﾆ 7
6

34

S4

42

S4
9
1
3

40

Q7

38

T3

全体 7 36 43 10 37 41

表10モジュール生産等の企業間連携協力の実施状況(適用業種企業のみ，単位:％)

調達側(N＝59) 納入側(N＝57)

実施 部分的に

ﾀ施
ほとんどな

｢
実施 部分的に

ﾀ施
ほとんどな

｢
中小企業

蜉驪ﾆ 6
8

19

R3

64

T0 7
8

24

R3

58

T0

全体 7 22 61 7 26 56

表11企業間連携における情報公開・共有の範囲(N＝52，複数回答，単位:％)

提示価格 全体の仕

l
部分の詳進行計画設計図面施工条件
ﾗ仕様

その他

中小企業

蜉驪ﾆ

17

X

24

Q7

32        20       24        22

P8        18        36        18 7
9全体 15 25 29        19        27        21 8

1

表12情報共有時の取り決め(Nニ52，単位:％)
.
 

全部につ

｢て契約
��墲ｷ

重要な部

ｪについ
ﾄ契約を
�墲ｷ

特に契約

ﾍ交わさ

ﾈい

慣習的に

M頼して

｢る

中小企業

蜉驪ﾆ

15

X

24

Q7 2
9

15

P8

全体 13 25 4 15
闇

表13企業間連携において，相手企業について重視する項目(N＝129，複数回答，単位:％)
1

価格 製品の品

ｿ
生産能力 財務状況 その他
i納期遵

?

中小企業

蜉驪ﾆ

33

S6

44

S2
42    望5    6
Q9    21    0

全体 36 43 40    16    5

表14インターネット販売の実施状況(N＝129，複数回答，単位:％)

対消費者 対企業

製品 技術・ノウ サービス その他

nウ

製品 技術・ノウ サービス

nウ
その他

中小企業

蜉驪ﾆ

11

P7

1     3     5

O     13    4 6
4

1     3

O     4 3
4全体 12 1     5     5 5 1     3 3

表15インターネット販売(企業向け)のメリット(N＝129，複数回答，単位:％)

自社製品・販売費用

Z術の市の削減
鼕g大

製品ニー

Yの把握
在庫商品 宣伝効果

ﾌ調整

   1ｻの他

中小企業

蜉驪ﾆ

17    19

P7    17

10

P3

5    18
S     13 5

0全体 17    19 10 5     17 4
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表16インターネット調達の実施状況(N＝129，複数回答，単位:％)

資材を調

B
部品等を

ｲ達
技術を調

B
サービスを間接材(事

ｲ達   務用品な
@    ど)を調達

中小企業

蜉驪ﾆ 7
4

5
8

3
0

4    25
O     17

全体 6 5 2 3     23
燭

1

表17インターネット調達によるメリット(N＝129，複数回答，単位:％)
闇

コスト抑制品質の良

@   い資材部
@    品の調達

調達ス

sード
交渉の容

ﾕさ

    脚V製品情
�ﾌ把握

中小企業

蜉驪ﾆ
27    6
Q1     4

29

Q9

11

W

15

O

全体 26    5 29 11 12

表18eマーケットプレイスへの取り組みの状況(N＝129，単位:％)

独自に実

{
既設のサ 特に実施し

Cトに参加ていない

中小企業

蜉驪ﾆ 0
8

2     62

S     58

全体 2 2     61

表19eマーケットプレイスで調達する品目(N＝8，複数回答，単位:％)

標準品 在庫品 中古品 特殊部品 価格重視

煌ﾜめて実の部品を
{    主に

特に調達

i目を相
閧ﾅ区別し
ﾄいない

中小企業

蜉驪ﾆ

20

U7 0
0

0
0

20     0

O     0

60

R3

全体 38 0 0 13     0 50

表20物流EDIの実施状況(N＝129，単位:％)

ほぼ全部

ﾅ実施
一部で実

{
実施して

｢ない
該当業務

ﾈし

中小企業

蜉驪ﾆ 6
0

16

Q1

16

W

10

W

全体 5 17 15 10

表21商流EDIの実施状況(N＝129，単位:％)

ほぼ全部

ﾅ実施
一部で実

{
実施して

｢ない
該当業務

ﾈし

中小企業

蜉驪ﾆ 7
8

37

R3 4
0

5
4

全体 7 36 3 5
1

表22金融EDIの実施状況(N＝129，単位:％)
1

ほぼ全部

ﾅ実施
一部で実

{
実施して

｢ない
該当業務

ﾈし

中小企業

蜉驪ﾆ
2
2
1

30

Q9

16

W 5
4

全体 5 30 15 5
1
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表23EDIで使用する通信回線(Nニ73，複数回答，単位:％)
1

インター

lット 信

パソコン通公衆回線 VAN 専用線     F
ｻの他

中小企業

蜉驪ﾆ
45

Q7

17

V

45

U0

38

S7

43

R3 3
0

燭全体 41 15 48 40 41 3
1

表24EDIで使用するプロトコル(N＝73，複数回答，単位:％)
.
 

自社独自相手先適 業界標準 CH標準 XML-EDI

@   応
EDIFACT/

dDIFACT

中小企業

蜉驪ﾆ

22       55       43       3       17

P3       27       47       7        7 0
0

全体 21       49       44       4        15 0

表25EDIデータの二次利用状況(Nニ73，複数回答，単位:％)

在庫管理生産管理 物流管理財務管理顧客管理経営意思
@             決定

中小企業

蜉驪ﾆ
43    28

S0    27

29    19    14     7
Q0        20        13        13

全体 42    27 27    19    14    8

表26EDIの実施と企業内情報ネットワークの形成のクロス表(複数回答，実数)

生産モニタ受発注 製品・販売顧客情報 電子メー ワークフ 在庫状況 事業進行
リングと生データの 情報の検の検索 ルによる ロー管理 のオンライ のオンライ

産計画と オンライン 索 社内の連 システム ン把握 ン把握
の調整  処理 絡 の導入

実施 14    57 43    37 69 18 45 13

未実施 6     16 8     15 53 10 13 8

表27EDIを実施しない理由(N＝48，複数回答，単位:％)

必要性が

ﾈい
効果が期

ﾒできな

｢

バックヤーコストがか商品の品

hの情報 かる   目が多い

ｻが遅れ
ﾄいる

相手先が維持管理
ｽ様であ の要員が
?   いない

導入が技

p的に難
ｵそう

中小企業

蜉驪ﾆ

26

S0

26

Q0

37    29    13

Q0    10    20

32    16

S0    0

21

O

全体 29 25 33    25    15 33    13 17

表28商取引がEDIに向かない理由(Nニ48，複数回答，単位:％)

取引の

求[ルが
ﾏ雑であ

生産がリ

Aルタイム

ﾅない

取引記録

ｪ電子的
ﾉ残る

商品管理

�ｼ社に
Cせてい

製品のア

Cテムが

蝠揩ﾉ変
ｻする

その他

中小企業

蜉驪ﾆ

50

T0 3
0

8
0

3
0

16

P0

21

R0

全体 50 2 6 2 15 23
o

表29インターネットEDI実捌犬馬(N＝66，単位:％)

大部分がイー部導入し
塔^ーネットている
dDIである

従来システ今後しばらく

?ﾅある  は従来シス
ｪ，インターテムのまま

lットに移 である

sずる予定
ﾅある

中小企業

蜉驪ﾆ

21    31

V     14

15    33

Q1    57

全体 18    27 17    38
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表30インターネットEDIの方式(N＝66，複数回答，単位:％)

Web-ED1 e-mail telnet ftp その他

中小企業

蜉驪ﾆ

50

Q1

27

Q1 2
0

19

O

25

P4

全体 44 26 2 15 23
1

表31インターネットEDIのメリット(N＝65，複数回答，単位:％)

通信コスト通信速度

甯ｸ   向上
導入・運用標準ソフト導入が容

Rスト削減ウェアの 易

@   利用

中小企業

蜉驪ﾆ

37    17
R3     8

28    24    37
P7    33    67

全体 36    15 26    26    42
1 1

表32インターネットEDI運用における問題点(N＝65，複数回答，単位:％)

1

入力作業

ﾈどの人
閧ｪ必要

画面構成

ｪ面倒で

データの

鰹oが面

|

顧客ごと

ﾉ作成す
髟K要が

バックヤー内部処理

hが旧来 の速度が
Vステム 追いつか
ﾌままで ない

中小企業
P大企業

31

R3

17

W

26

P7

28

Q5

28     4

S2     0

全体 32 15 24 27 30     3

表33今後インターネットEDIが拡大するための条件(N＝65，複数回答，単位:％)
1

標準化の

i展
XMLなど

ﾌ記述方
@の統一
ｻ

導入コスト処理速度 運用コスト回線容量

@    の向上

バックヤー

hとの連携

中小企業

蜉驪ﾆ

52

T0

35

Q5

30    11

W     8

24    28

W     8

41

R3

全体 52 33 26    11 21    24 39
1

表34現在の決済手段の状況(Nニ129，複数回答，単位:％)
1

銀行振込 手形 相殺処理 その他

中小企業

蜉驪ﾆ

58

U7

60

T8

34

R8

20

Q1

全体 60 60 35 20
1

表35過去20年間における流斉システム全体の変化(N＝129，複数回答，単位:％)
1

財務会計なコンピュータコンピュータコンピュータ

ﾇ周辺処理処理は進展処理，決済 処理および
ﾆ決済の方 したが，決 手順の変更決済方法に
@も変化し 済方法に変も進行中で 大きな変化
ｽ     化はない  ある    はない

中小企業

蜉驪ﾆ

15        39        23        11

R8    8     38    13

全体 19        33        26        12
1

表36相殺処理(ネッティング)の…鋤捌だ兄(N＝129，単位:％)
1

大部分で

ﾀ施して

｢る

小さいが

舶ｪ的に
ﾀ施

実施して

｢ない

呵中小企業

蜉驪ﾆ
4
2
9

31

W

62

U3

全体 9 27 62
闇
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表37相殺処理の相手先(N＝45，複数回答，単位:％)
.
 

系列企業 同業他社 異業種 その他

中小企業

蜉驪ﾆ

40

V0

38

R0

24

P0

16

P0

全体 45 36 22 15

表38相殺処理を実施する(実施予定含む)上での問題点(N＝58，複数回答，単位:％)

金融シス

eムにつ
｢てのノ
Eハウ

費目・金額処理コスト参加企業

ﾌマッチン     の信用調
O        査

現在の取  その他

�竝sと

ﾌ関係

中小企業

蜉驪ﾆ

16

Q9

76    33    47

V1    29    57
22    8
O     0

全体 17 76    33    48 19     7

表39銀行を通じての1亮斉方式についての評価(N＝129，複数回答，単位:％)

銀行経由

ﾈので信
鰍ﾅきる

銀行との

ﾂき合い
ﾅ実施し
ﾄいる

銀行を必 決済の方将来的に  その他
ｸしも経由式を特に はコストを

ｵなくても変更したく考えて判

謔｢   ない   断したい

中小企業

蜉驪ﾆ

44

R3

17

Q1

6     10    28    2

W     0     33     0

全体 42 18 6     8    29    2
i

表40ネッティングの実施と銀行を通じての涛斉方式についての評価のクロス表(複数回答，実数)

銀行経由 銀行との 銀行を必 決済の方 将来的に その他

なので信 つき合い ずしも経由 式を特に はコストを

頼できる で実施し しなくても 変更したく 考えて判

ている よい ない 断したい

実施 35 13 7 3 21 1

未実施 19 10 1 7 16 1

表41インターネット銀行の利用予定の有無(Nニ129，単位:％)

実施する

¥定
部分的に

ﾀ施する
¥定

計画はな

｢

中小企業

蜉驪ﾆ 1
4

5
4

82

V9

全体 2 5 81

表42企業データの電子化比率(Nニ129，単位:％)

生産管理 販売管理 在庫管理物流管理 財務管理人事管理

中小企業

蜉驪ﾆ

22

R3

32

T1

31    21

S2    62

45    41

U5    52

全体 24 36 33    29 49    43

表43会計税務関連の帳簿電子化の実施状況(N＝129，単位:％)
1

実施中 近く実施

ｷる
実施計画

ﾍない
その他

中小企業

D大企業

10

S2

30

P7

44

Q5

13

W

全体 16 27 40 12
.
 

表44電子帳簿を実施しない理由(N＝54，複数回答，単位:％)
o

:コスト 要員不足合理化効
@   果なし

税務署へ

ﾌ手続き
ｪ煩雑

中小企業

蜉驪ﾆ

22

Q5

37    22

Q5    25

33

R8

全体 22 35    22 33


